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各地域で理想を掲げスタートするも、現実は厳しく、ベンダーも提供コストを抑えており、予約の
トランザクションが走らなければ、収益につながらず、ビジネスモデルの再整理が必要となっています

地域OTAをめぐる課題

地域側の主な地域OTA導入
目的

◼旅行者の予約データの取得
（集客）

◼国内外OTAと比較して、手数
料率が低い

◼地域（主にDMO）の収入源

乗り越えなければいけない
主な課題

◼集客の問題（国内外OTAと
競合）

◼ PMS、チャネルマネジャーとの
接続

◼ ランニングコストの捻出

◼地域内での参加事業者が集まらない（リスティングが限定的）

◼集客の課題があり、予約のトランザクションが走らないため、地域、宿、ベンダーのマネタイズが見え
ない（ランニングコスト（固定費）を上げればベンダーは良いが地域は疲弊）

◼ グローバルOTAとの接続、契約の課題等がサプライヤーの参加躊躇、トランザクションが走らない一
つの原因でもあり（次ページ参照）

現時点での対応状況

◼ ベンダーが接続を拡大しているものの、すべて
ではないため、一部アナログでの対応を余儀
なくされる宿もあり（参加を見送る宿もあ
り）

◼ ランニングコストは極めて低く、抑えられている
状況（トランザクションでの収益化見込む）

◼ このビジネスモデルを維持するには、トランザクションを稼ぐ必要あり

◼ そうでなければ、システムの維持が困難となり、導入した仕組みが瓦解する可能性
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地域OTAの構想は維持し、既存OTAとも接続し、いかにして2回目以降、地域で予約してもらえるか、
データに基づき取り組み、かつ、事業者のベンチマーク指標を提供していくことが必要です

【参考】目指すべき地域OTAの方向性

観光客

国内
OTA

海外
OTA

宿 飲食 アクティビティ

地域OTA

手数料①
（通常手数料：15％程度）

手数料②
（PF手数料：5％程度）

2回目
以降

1回目

2回目をOTA経由でなく誘導
できれば、手数料負担軽減
（地域側の収入増期待）

DB

PMSやPOS、決済
データ等の収集

予約データ等の収集

◼ レベニューマネジメント
のベンチマーク指標と
して活用

◼ その他、経営管理の
指標に利用 等

◼ 脱OTA、直販化に向けて、
データに基づく顧客アプローチ

◼ 地域の施策、マーケティングへ
利活用 等

DMO
観光地経営

【凡例】→：予約の流れ

現状、この接続が限定的で
あることも課題
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まずはシームレスに予約サイトへの遷移が必要で、その先に、自地域で予約を実施してもらう
必然性の構築が、地域での収益化、データ取得、活用に向けて重要となってきます

地域OTAの利用を促すために

◼ シームレスな地域サイトの構築は、自ら予約の仕組を持つOTA機能の実装だけではない

◼ まずは、情報だけでなく、そこからOTAへの遷移で予約できる仕組みの構築等、旅行者がスムーズに当該施設の予約にたど
り着ける導線設計が重要

◼ その先に、戦略的に自地域での予約につながる仕組みの検討が流れではないか？

地域サイトでの予約をする必然性をどう作るか？

必要な情報が一元化 新たな情報の付与 独占的な環境の構築

◼ スキー場のゲレンデ情報と
宿情報をセットで提供

◼ リフト券とのパッケージ化に
より差別化

◼ これまでOTAと接続ができて
いない地域（宿等）

◼ オンライン市場を活用し、これ
から観光地として訴求していく
地域

◼地域イベント等のチケット販売
を地域サイトで実施

◼ チケット購入と合わせて宿等
のチケット販売を実施（インセ
ンティブ含む）

志賀高原 他 隠岐、やんばる 他 海外のDMO

地域でのロイヤリティ制度等、さまざまな仕掛けは考えられるものの、まず、どう利用してもらうかが重要
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すべてのDMOが地域OTAを目指すべきなのか、コンテンツ造成と販売戦略も含め、いかにして
地域にカネを落とすかを一貫性をもって検討、支援していく必要があるのではないでしょうか

議論すべき論点

地域OTAに関して、議論すべき論点

すべての地域で地域OTAの仕組の導入を目指すのか？

◼ さまざまな観点から地域により地域OTA機能実装は得策
ではない

◼全DMOでシームレスなサイト構築がKPIであるが、「シーム
レス」のバリエーションを示していくことも必要ではないか？

◼ また、地域OTAとして存続可能性、見込みがあるような類
型も示していくべきではないか？

コンテンツ造成と販売戦略をどう考えるか？

◼国内外OTAへの掲載による販路拡大は、地域
にとって収益化の一つの方法としては重要（現
行路線）

◼一方で、直販（地域OTA含む）により、「希少
性」を高め、独占的に地域で販売することも一つ
の販売戦略

◼ 「地域での販売」という視点も含めた販売戦略を
示していくことも必要ではないか？

❶

別々ではなく、一
貫性をもって地域
は取り組むべき

相互連動

❷
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